




















　Late 1970s, EC started the harmonization/unification of accounting within the 
member states of EC. Along this movement, internationalization of German accounting 
regulation started in the mid 1980s. In Germany Bilanzrechtsreformgesetz was passed 
the parliament and published in 2004. It provided, in compliance with the EC Regulation, 
that the consolidated financial statements of the capital market oriented companies are 
to be prepared in conformity with IFRSs （International Financial Reporting Standards） 
which are developed and being developed by IASC （International Accounting Standards 
Committee）．Regarding （mainly） the standalone financial statements, 2009 Bilanzre
chtsmodernisierungsgesetz tried to introduce IFRSs into German Commercial Code 
accounting regulation as much as possible. In this paper, I tried to trace the movement 
of the internationalization of German accounting regulation till 2009 Bilanzrechtsmode
rnisierungsgesetz, tried to find out the meaning of these laws and tried to predict the 
foreseeable development of German accounting regulation.
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3  ローマ条約は欧州経済共同体設立条約（Treaty establishing the European Economic Community）










　　　　 Gesetz zur Kontrolle und Transparenz im Unternehmensbereich：通称 KontraG
（企業領域統制・透明化法）
2004年　Bilanzrechtsreformgesetz： 通称 BilReG （会計関連法制改革法） 















　ドイツではこれらの EC 指令を1985年の決算基準法（Bilanzrichtliniengesetz： BiRiLiG）





6 European Economic Community［1978］
7 European Economic Community［1983］
8 「条約（treaty）」は EC ／ EU の一次法であり，「規則（regulation）」と「指令（directive）」は二次法である。
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　1985年の BiRiLiG 以降，1993年10月のダイムラー・ベンツ社（Daimler-Benz 社）によ
るニューヨーク証券取引所（NYSE）への上場にあたっての米国会計基準による損失計
上事件まで，ドイツにおける会計基準の国際化に関しては大きな動きはなかった14。この






から「EU/EC 加盟国内の会計基準の統一 プラス EU 主導での世界基準の標準化」を目指
すようになり，1995年11月の EU 委員会の意見書「会計の調和：国際的調和のための新た
な戦略」16では，「IAS を通じての EU の会計基準の統一 ･ 調和」と「米国会計基準の可能
な限りの排除」を謳ったのである。
　国際会計基準（International Accounting Standards： IAS）は，1973年に日本を含む
10カ国9つの会計士団体（英国とアイルランドは一つの会計士団体として参加）により
民間組織として設立された国際会計基準委員会（International Accounting Standards 
Committee：IASC）により設定されつつあったものである。この IASC はロンドンに本
拠地を持っていたが，EC ／ EU とは全く関係なく設立され活動していたもので，EU が米













15  Reghavan and Sesit, The Wall Street Journal［1993］p. A1．
16 Commission of the European Communities［1995］p. 2-6，12-14．
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23  新設の商法 第342条の内容と DRSC の組織と役割については，PwC Deutsche Revision［2001］4-5頁，
佐藤誠二・稲見［1998］75-84頁，平松［1998］1-11頁を参考にした。
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　これに基づいてドイツ会計基準委員会（Deutsches Rechnungslegungs Standards 








Standardisierungsrat： DSR）から構成されているが，この DSR がドイツの会計基準




























が目下のところ会計報告義務を統一するための最善の基準対象（the most appropriate 
bench-mark）であるとしているものの，他方で ② IAS で作成されたものが EU のルール
（EU rules）に合致し，関連する EU 全体の政策（EU public policy concerns）と整合す
るかの検証作業（screening mechanism）は必要としている（アクション・プランの部）27
ことから，EU 独自の会計基準を捨て去り IAS に置き換えるのではなく，あくまでも EU
の会計基準である「個別決算書に関する第4号指令」および「連結決算書に関する第7号
指令」を改定し，その中で IAS を適用するにあたっての EU 固有の検証と承認のメカニ
ズムを作ろうとする方針が見える点である。
　EU 委員会は2000年の意見書「EU の会計報告戦略：今後の進路」で1999年の意見書を
さらに発展させ，EU の上場会社の連結決算書は IAS に準拠して作成するという規定を
遅くとも2005年から発効させるものとするが，採用する IAS については明確に「承認手
続き（endorsement mechanism）」を定義し，IAS といえども EU の承認手続きを経なけ
ればならない，すなわち，IAS の適用は政治レベルと技術レベルの二重構造とするとし
た28。




27 Commission of the European Communities［1999］7頁
28  Commission of the European Communities［2000］1頁
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　なお，2001年に IASC は国際会計基準審議会（International Accounting Standards 
Board, “IASB”）に改組しており，IASB では IASB が作成する会計基準である「国際
財 務 報 告 基 準（International Financial Reporting Standards： IFRS）」 と「 解 釈 指 針
（International Financial Reporting Interpretations Committee： IFRIC）」 だ け で な く










は米国財務会計基準審議会（FASB）と IASB のとの共同会議で，IFRSs と米国基準との
収斂を目指すノーウォーク合意が取り交わされ，国際的な会計基準の収斂がますます加速
29  European Communities［2002］













　さて，ドイツでは1998年の KapAEG で新設された商法 第292a 条は期限付きの条文で，




EU から「国際会計基準適用規則」が出され，同年9月には米国 FASB と IASB との間でノー












への IFRSs の強制適用は，商法施行法 Einführungsgesetz zum Handelsgesetzbuch
により，経過措置として2007年1月1日からとされた）。これにより，1998年の
KapAEG により2種類の決算書を作成する手間と費用をかけなくてもよくなってい
た米国の資本市場に上場するドイツ企業は，再び IFRSs による連結決算書と US-SEC
基準による連結決算書を作成しなければならなくなった。なお IFRSs に準拠する連
結決算書の表示はドイツ語，通貨はユーロとし，また，ドイツ商法の決算書体系との
32 会計関連法制改革法（BilReG）の内容については，新設の商法 第315a 条と部分改定された第325条に
加え，PwC Deutsche Revision［2004］8-10頁，佐藤誠二［2005］32-47頁，潮﨑［2009］35-47頁を
参考にした。
33  “kapitalmarktorientierte Unternehmen”の日本語訳として「資本市場指向企業」や「資本市場指向的
企業」が多く使われているが，2009年の会計基準近代化法 BilMoG で新設された商法 第264d 条での定
義も含めて，“kapitalmarktorientierte Unternehmen”が意味する企業は「当該企業が発行する有価証





















































　2004年のドイツの BilReG は2002年の EU の国際会計基準適用規則をドイツの国内法
に取り入れたものであったが，EU が国際会計基準適用規則を出す前の2001年に EU から
既に出されていた「EU 公正価値指令」35とドイツが BilReG を出す前に2003年に EU から
既に出されていた「EU 会計法現代化指令」36は BilReG には反映されていなかった。指令
（directive）は加盟国の国内法に導入されてはじめて加盟国の市民や域内の企業を拘束す
るもので「EU 公正価値指令」は2003年末まで，「EU 現代化指令」は2004年末までに EU
加盟各国の国内法に導入することとなっていたが，ドイツは2004年の BilReG に間に合わ
すことができなかったのである。




　ドイツではこれらの EU の指令を国内法に導入するため，上記の1998年 KontraG で制
定された商法 第342条第1項に基づいてドイツの会計基準設定委員会となった DRSC の中






35  European Communities［2001］
36  European Communities［2003b］
37  Deutsche Standardisierungsrat［2005］
38  DSR の提案の内容については，提案の原文以外に，佐藤誠二・木下・稲見・佐藤博明［2007］182-184頁，
中田［2006］119-147頁を参考にした。
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42  BilMoG の法案と可決分との比較表は千葉修身［2010a］47-183頁にあるが，新規定の内容については，
Dr.Klaus-Peter Feld・Dr.Norbert Breker［2009］，池田［2009］73-77頁，Ernst & Young［2008］［2009a］
［2009b］，KPMG［2009］［2010］，佐藤誠二［2009］69-77頁を参考にした。
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大阪産業大学経営論集　第 12 巻　第 2 号
（44）
の1985年の一括改正法 BiRiLiG が EC の会計基準をとりあえず







































































































































　②　 1985年の BiRiLiG で EC 指令に基づいて導入され，その後，数度にわたり改訂され
ていた大中小会社の区分の基準値は，2004年の BilReG により2003年の EU による
187





















従業員数 50人以下 250人以下 250人超
3つの基準のうち2つ以上を2年連続で上回った場合に新しい規模区分に分類される
出所： 2009年改訂商法267条より筆者作成
　③　 1985年の BiRiLiG で EC 指令に基づいて導入され，その後，数度にわたり改訂さ
れていた企業グループの連結決算書作成義務が免除される基準値は，2004年の






総資産 € 23.1百万以下（約25.4億円） € 19.25百万以下（約21.2憶円）

















































































際 会 計 基 準 審 議 会（International 




















































一の戦略は，それまでの「EU 加盟国内の会計基準の統一」から「IAS を通じての EU の
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